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芟除シテ東亞永遠ノ平和ヲ確立シ以テ帝國ノ光榮ヲ保全セムコトヲ期ス  1」  
 
 太平洋戦争における、米国、そして英国との開戦に至った事実と経緯を述べた「米國及英























































５日陸軍次官による支那駐屯軍参謀長宛通牒  9 が各軍に示された。国際法適用の必要を否
定した当該通牒が、「捕虜を作ることの禁止」として解釈され得る「「俘虜」という名称の使
用禁止規定」を含んでいた背景には日本軍の対中国蔑視があり、1937 年 12 月南京・幕府山
での山田支隊による捕虜殺害をはじめとする中国人捕虜の組織的大量殺害の背景に、この
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が制定された 1945 年６月から日本国憲法が公布される 1946 年 11 月の間には、広島・長崎
に対する原爆投下があった。これを踏まえて、「広島・長崎に集約される戦争被害の体験の
普遍化」も大きな柱とし、「国連主義と反核平和主義という２つの軸足」をもった憲法が制
定されることとなった  1。  
 1920 年代アメリカで提唱・展開された「戦争非合法化（outlawry of war）」の思想は、
ジュネーブ議定書（「国際紛争平和的処理に関する一般議定書」、 1924 年９月 26 日第５回
国際連盟総会採択、1924 年 10 月２日署名、その後条約として未発効）、ロカルノ条約（「相
互平和のためのロカルノ諸条約」、1925 年）、不戦条約（「戦争抛棄に関する条約」 1928 年






























































く当たり前であろう  5」  
 






























































































































































てみれば全ての戦争が放棄されるという結論が導かれることになる  28。  
 憲法学説において通説の地位を占めてきたのは、間違いなくこの憲法９条２項全面放棄























































35 に依拠しつつ、戦争と平和に関する思想の類型をめぐる新たな視座を打ち出している  



















































は、絶対平和主義と漸進的平和主義の相互補完的共存であったと筆者は考える  43」  
 
３  限定放棄説  
 































争に用いるものとしての軍備を有することは、憲法上許される  46」  
 


















う憲法 13 条を位置づけている点にある。  














































を根拠づけることを否定したもの、と見なければならないであろう  50」  
 











































13 条の趣旨である 54」  
 
















いという石川による指摘  56 は重要である。憲法９条２項と、正統性論としての平和主義
論を根拠とした自衛隊違憲論の存在により、自衛隊の組織としての存立が不断に問い直さ
れ、それによる自衛隊の権限行使に対する統御が機能してきたという側面の意義  57 は、
とりわけ、近年における、軍事的合理性を前面に押し出して「軍事的なるもの」が肥大化し







































４  限定放棄説により合憲とされる自衛隊と市民の関係の現在  
 
 国民と自衛隊の関係については、近年、様々な問題が生じている。 2007 年６月、自衛隊
情報保全隊が作成した内部文書を、日本共産党が暴露した。これらの内部文書には、 2003




 その後、2003 年から 2016 年にかけて、自衛隊イラク派遣反対の市民運動に対し、自衛










































































































































































 林顧問官  さうすると第一項と第二項とは独立のものである様だが、第一項では観念的
には自衛権を認める。しかし第二項でそれが実際上出来ぬと云ふことか。  




 林顧問官  国際連合に関する二つの道の中、政府は何れをとるつもりか。  
 

















思はれ度い 68。  
 
 本書第２章で詳しく分析するように、1946 年５月６日の時点で入江により示されたこの














権利だという立場をとる憲法研究者として、上田勝美  70 や山内敏弘 71 を挙げることが
出来る。  
 ここでは山内の議論を参照してみよう。山内は、憲法 13 条の文理解釈上の理由、生命権
の権利内容の独自性、さらに、生命権を独自の人権として捉える見方が第２次世界大戦後の
国際的動向に呼応していること、といった理由から、生命権を自由権や幸福追求権とは相対



























ることが理論的課題となろう  76」と述べている。  
 先述のように、青井未帆は「日本国憲法が守ってきたもの  77」の重要性を指摘してい
る。青井によるこのような議論は、「武力による平和」への深い懐疑、「なぜなら、もうこり
ごりだからです  78」という教訓を導き出すような歴史的経験を踏まえ、憲法 13 条による
自衛権論が憲法９条の存在自体により「戦力に至らない自衛力」を根拠づけることまで否定
されたという、樋口陽一の指摘  79 と同様の問題意識に基づくものと考えられる。佐々木
弘通も、「第９条を支える国民の規範意識」として、「敵国家に対する被害意識と共に、自国















































































































として働くにとどまる「原理」があることを指摘する  90。  
 ｢憲法９条の文言をたよりに自衛のための最小限度の実力の保持が許されないとする立











































制憲者についての具体的な情報や、制憲者の発言の文脈に依拠することになる  94 とも述
べている。  
 また、原理に基礎を置く一個の統合的な法秩序の構想が、法の解釈主体に道徳的読解を整

















的不保持説を採るものだった  96」。  
 






















































① 法は人間による命令であるということ。  









れ得るものではないということ  109。  
 









































































原 理 を 原 理 と し て 認 め る た め に は 、 そ の 内 容 に 関 す る 適 切 さ の 感 覚 （ sense of 
39 
 






されるか 121」という問いを設定する。  
 (1)のような理解に立脚すれば、歴史上の固定された一時期における限定された一団の
人々の念頭に置かれていた、何らかの特殊な「観念」（ conception）の範囲内に制限された




























前にした歴史主義者は、崩壊せざるを得ないと主張している  130。  





































通常示される内容に他ならないからだとされる  135。  



























ものであったのか否かが議論されたではないか、と  137。  



























































































のとして、憲法は捉えられているのである  146。  



















ぎり、制憲者がかように弱い原理にとどめたと考えられるべきではない  148」。  
 
 ｢歴史を回顧すれば、第 14 修正の制憲者の意図が、このように弱い原理の制定にとどま















「意味論的原意主義（ semantic originalism）」を区別している 153。例えば、連邦最高裁
による  Brown v. Board of Education 事件判決 154 をめぐり、第 14 修正の制憲者が人種
別学までをも禁止することを考えていなかったことから、「予期的原意主義」に依拠すれば、
第 14 修正は人種別学の禁止を想定していなかったことになり、Brown 判決は擁護され得
るものではないという結論が導かれることになる。他方、「意味論的原意主義」に依拠すれ









































































































































































あってはならないこと、伊勢崎によれば、これが国際法の考え方である  167。  















すように活動しないんですか？」と言います  169」  
 










































































































































あ 186」る、という野田正彰の言説を引用した上で、「 1946 年当時の国民にとって、戦争
中に自分の経験した悲惨が再び繰り返されるのは御免だ、という思いと同じくらい、戦没者
の不条理な死を何とか将来に向けて無駄でないものとして社会的に意味づけたい、という














き換えた。後者は  Hobbes に置き換えられ、しかも「囚人のディレンマ」克服は権威によ






















したい。とりわけ、囚人のジレンマを、「１回限りの囚人のジレンマ（Single-play Prisoner ’s 
Dilemma）」と「繰り返し囚人のジレンマ（ Iterated Prisoner ’s Dilemma）」とに区分する
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れは明らかな誤解です  4」  
 
 その上で、憲法公布時（1946 年 11 月３日）に政府が発行した『新憲法の解説』を、「当








































































































































































































































































































 林顧問官  さうすると第一項と第二項とは独立のものである様だが、第一項では観念的
には自衛権を認める。しかし第二項でそれが実際上出来ぬと云ふことか。  
 




 林顧問官  国際連合に関する二つの道の中、政府は何れをとるつもりか。  
 






























































































 小幡顧問官  御説明は承服し兼ねるが、これ以上は追及しないことにする。  
 




























 井坂孝顧問官  国内の内乱を抑へる上の武力についてはどの様に考へるか。  
 

































 関屋顧問官  枢密院としてそれを強く云ふことは出来ぬが、色々の団体として、国民の声
を代表してこの種の意見が表はされることを期待する。  
 
 幣原坦顧問官  書き方についての心配は尤もである。日本語の特有の性質として、一人称
を省略することがある。第一項では We が省かれてゐる。二項でも We が省かれると云ふ気
持になるから変に思はれる。  
 
 潮恵之輔委員長  ｢戦争抛棄」と云ふことは日本語として意味を為さぬといふ説があるが





 松本国務大臣  戦争の抛棄に関する条約と云ふ先例もある。戦争と云ふ観念を抛棄して





 前節では、豊による指摘の問題点について確認した。本節以下では、「1946 年 11 月時点
での法制局の立場」をめぐる長谷部の発言を検討課題とする。まず、長谷部がその根拠とし

















































 憲法改正草案枢密院審査委員會は、1946 年４月 22 日（第１回）に始まり、４月 24 日（第
２回）、５月３日（第３回）、５月６日（第４回）、５月８日（第５回）、５月 10 日（第６回）、



























































 問  第九条の規定と自衛権の関係如何  
 




























緊急避難ないし正当防衛の法理により説明すべきものである  36。  
 
 『憲法改正草案に関する想定問答・増補第一輯』では、次のように示されている。  
 
 問  第九条と自衛戦争との関係如何  
 

























 問  第九条により軍備を保持しないことになると将来国際連合に加入する場合に支障が
あるのではないか。  
 















































































































 この原案を踏まえて、1946 年６月 25 日に開催された衆議院本會議において、吉田茂は、
憲法９条をめぐる帝國憲法改正案説明を下記のように行った。  
 



















































論の闘争の連続は国際的波瀾を生ずる一種の準備行動と考へざるを得ない。…  42 
 





規定なのであります、…  43。  
 
 ６月 26 日の衆議院本會議における、戦争放棄についての答弁は下記の通りである。  
 




























御説明を願ひたいと存ずるのであります。…  44 
 

















へます 45。  
 































のであります、此の点に付て政府の御所見は如何でありますか。…  46 
 







 ６月 27 日の衆議院本會議における、戦争放棄についての答弁は下記の通りである。  
 
























此の点に対する御答弁を伺ひたいのであります。…  48 
 













きものと考へて居ります。…  49 
 
 ６月 28 日の衆議院本會議における、戦争放棄についての答弁は下記の通りである。  
 





































具体的に説明して戴きたいと思ふ、是が第六であります。…  50 
 









































を含む憲法の制定を決意した」という三輪隆の議論  54 を前提とした上で、「非武装化条項
を盛りこんだ憲法の制定をマッカーサーが決意した最大の理由は、対ソ・対共産主義安全保
障であり、ソ連の拒否権などのため国連の安全保障に頼れなくなった場合には日本の再軍
備が可能となるような内容を当初より意図していた  55」と述べる。  
 さらに平山は、1946 年２月３日にマッカーサーが GHQ 民生局に示したマッカーサー３
原則のⅡの第１文、“War as a sovereign right of the nation is abolished. Japan renounces 
it as an instrumentality for settling its disputes and even for preserving its own security. 
It relies upon the higher ideals which are now stirring the world for its defense and its 
protection” , そして第２文、“ No Japanese Army, Navy, or Air Force will ever be 
authorized and no rights of belligerency will ever be conferred upon any Japanese force.” 



















いるのと同趣旨である  58」と結論づけている。  







置きたいとは（法的拘束力のない）単なる原則的規定として  mere as a principle 記したい
という意味かと尋ね、松本がそうだと答えると、ハッシーはその立場はわかる  we 
appreciate that position が本文に含ませるべきで、そうすれば真に力強いものになる  this 
would give it real force と言い、ホイットニーも「この原則の宣明  The enunciation of this 
principle は異例で劇的な形でなさるべきです  should be unusual and dramatic」と述べ
ている。…戦争放棄の条項が本来は前文と一体の原則  principle だということはホイット
ニーも認めていたのである。ただし、そういったことが一般に知られると本国政府や他の連
合国への説得力が弱まるので、このことは当面おおっぴらにはせず密教扱いすべきだとホ





































１回対日理事会での演説を検討することとしたい。平山は、“ The United Nations 
Organization, admirable as is its purpose, great and noble as are its aims, can only 
survive to achieve that purpose and those aims if it accomplishes as to all nations just  
what Japan proposes unilaterally to accomplish through this constitution -abolish war 
as a sovereign right. Such a renunciation must be simultaneous and universal. It must 

















































































 平山は、“The United Nations Organization, admirable as is its purpose, great and 
noble as are its aims, can only survive to achieve that purpose and those aims…”  を、
「賞賛すべき目的と偉大で高貴な意図を伴う国際連合が存続し、その目的と意図を完遂し




















 また、マッカーサー３原則のⅡの第１文、“War as a sovereign right of the nation is 










“The terrier is a small active dog of a type originally used for hunting.”  という例は、
犬という動物の中で１種類しかいない「テリア」という犬種をめぐる特定であり、取り上げ
られた犬種の属性に焦点が当てられたものである。さらに、定冠詞の総称用法には対照概念
が不可欠であるともされており、例えば、 in the east、 in the summer、 in the morning、
in the dark、on the left という表現において、それぞれ、「西」に対して「東」、「他の季節」
に対して「夏」、「他の時間帯」に対して「午前」、「明かり」に対して「暗がり」、「右」に対
して「左」という識別が行われている  67。  
 これに対し、不定冠詞単数“a＋単数形”の総称用法は、「ある種類のうち１つを取り上げ、
その個体について言えることは同種類・同種属のほかの個体についても当てはまるという










 さらに、マッカーサー３原則が示されるに至った文脈を考慮するならば、この第１文の  










 また、1946 年２月 22 日の松本とホイットニーの対談において、松本による戦争放棄を
前文に置きたいという提案が拒絶された経緯を踏まえ、ハッシーによる  “we appreciate 






という側面よりも、“we appreciate that position”  というハッシーの応答があったという
側面を重視する。しかし、1946 年９月 27 日に、佐藤法制局次長が文民条項につき、“The 
Prime Minister and other Ministers of State shall be persons without professional 
military or naval antecedents.”  という案文を携えて GHQ 民生局ケーディス次長と面会
した際、ケーディスが、「衆議院による第９条の修正によって、第２項に「前項の目的を達
するため」（For the above purpose）の語が加わったために、日本はそれ以外の目的でなら
ば再軍備をすることができるという誤解が連合国の間に起こったのではないかと推測され
る。あるいはまた、将来日本が国際連合に加入し、国際警察軍に参加の義務を負うような場
合を予想してのことかも知れない」と述べ、その「誤解」を懸念して、９条２項の  “For the 
above purpose”  の語が誤解を生ずるから  “ In order to accomplish the aim of the 




解を示した 71」のであり、これは平山による解釈と矛盾する。  














いとしているのと同趣旨  72」であったとすることは出来ない。  




































































































































































































































































































































 金森国務大臣  特別に何物をも含むと云ふ訳ではない、此の文字の示しまする通りの内
容をここに規定した趣旨であります。  
 





























































































 木村国務大臣  御議論の点は能く諒承して居るのでありますが、先刻申上げました通り、
現在の段階に於ては、まだ死刑を廃止すると云ふ気持にはなつて居りませぬやはり社会秩











































































































上げたいのであります  85。  
 





































































 森委員  私は只今の文字を各条審議の時に修正することを自分の希望と致しまして、私
の質問を打切ります  86。  
 
 芦田均委員長  此の際委員長より総括質問の補充として一、二の質疑を致しまして一般
質疑の結末を付けたいと思ひます。…  
 







































































ことは明かであらうと思ひます。…  87 
 
 ７月 11 日に開催された第十囘衆議院帝國憲法改正案委員會における、戦争放棄に関する
答弁は以下の通りである。  
 






























ましたので、私は是で前文の質問を終ることに致します  88。  
 
















つた次第であります  89。  
 


























 金森国務大臣  是は諸国民と云ふ言葉を外国と云ふ風に御取りになりましたけれども、
そこまで此の言葉の文字は、はつきりは指して居りませぬと云ふことを、一つ御留意を御願
ひ致したいと思ひます  90。  
 
 ７月 13 日に開催された第十二囘衆議院帝國憲法改正案委員會における、戦争放棄に関す
る答弁は以下の通りである。  
 



























































































 金森国務大臣  是は国家が国家の働きをして居る人々に対しまして言渡すやうな形であ
りまして、国が中心になりまして、国の事務を担任して居る者に向つて戦力は保持してはな
らない、交戦権は之を認めない、斯う云ふ風に言表はしたのでありまして、其の外の特別な
趣旨を持つて居る訳ではございませぬ  91。  
 
 ７月 15 日に開催された第十三囘衆議院帝國憲法改正案委員會における、戦争放棄に関す
る答弁は以下の通りである。  
 

















































 金森国務大臣  全部がさうと云ふことは固より申されませぬが、大いなる要素としてそ
れがあることは御説の通りと考へて居ります。  
 



































して御触れになつた点に付て御答へ申上げました訳であります。…  92 
 


































































是は進んで言ふよりは、寧ろ連合の意見を聴くのを待つより外、仕方がないと思ひます  93。 
 





























































けれども、今日何事もまだそれに対しては御答へすることが出来ないと思ひます  94。  
 




















 金森国務大臣  今御尋ねになりました諸点は、固より政府の誰かが御答へすべき筈のも
のではありませうけれども、私自身と致しましては、仕事の分担の関係上御答へしにくい、
又御答へ致しましても権威のない事柄に属すると思ひますから、暫く御猶予願ひたいと思
ひます 95。  
 























 笹森委員  排除、押し除ける、さうするともつと積極性がある、斯う云ふ意味で申上げた
のであります。  
 


















































































































それに依つて取締つて行きたいと思ひます  96。  
 
















































































 吉田によれば、「所謂 UNO の目的」とは、「国際平和の維持」である。平山が主張するよ
うに「普遍的な戦争放棄の実現」ではない。これを換言するならば、集団安全保障体制とい




























































































































































































に関する答弁を参照することとしたい。衆議院憲法改正案小委員會は、 1946 年７月 25 日
から８月 20 日まで 13 回にわたり秘密会で開催され、各会派による修正案の調整が行われ
た。  
 小委員會で、戦争放棄に関する議論が初めて登場したのは、７月 26 日に開催された第二
囘衆議院憲法改正案小委員會においてであった。  
 









 芦田委員長  一寸御答へしますが、それは非常に困難な理由があるのです―速記を止め
て……  
    〔速記中止〕  
 芦田委員長  速記を始めて……  
 
 林委員  私の方では重要だから、それを前文に入れたいと云ふのですが、成程それでは…
… 101 
 
 次に、1946 年７月 27 日に開催された、第三囘衆議院帝國憲法改正案小委員會における
戦争放棄に関する議論は下記の通りである。  
 








 芦田委員長  どうも私共も之を法律的に説明出来ませぬが、佐藤君、あなたの方が説明は
正確だらうと思ふのですが……  
 
 佐藤達夫政府委員  委員長以上の御説明は出来ませぬ。  
 
 芦田委員長  あなたの意見を一つ―国権とやる方が宜いか、国の主権とやる方が宜いか、
鈴木君からの御話も委員会に出て居る筈ですが……  
 
 鈴木委員  戦争に訴へる権力の問題です……  
 
 佐藤政府委員  私の方の少くとも今日までの考へでは、国権として戴いた方が宜くはな
いか、其の意味で国の主権と云ふ言葉を使つて居ります。  
 
 鈴木委員  国権と云ふ方が簡略で宜い。  
 
 佐藤政府委員  前文の後の方に「自国の主権」と云ふことがありまして、それとの関係を
実は密かに心配して居りますので、是は皆様の御教へを仰ぎたいと思ひます。  
 























 笠井重治委員  それは賛成です。  
 
 大島多蔵委員  私の所も大体「否認」とした方が宜いと云ふ主張がありましたので、私も
賛成であります。  
 





 芦田委員長  戦争権なら宜いでせう、戦争権の抛棄なら……  
 
 原委員  それは結局戦争抛棄権と云ふものを持つて居るだらうとは思ひますが……  
 
 芦田委員長  実質に於ては一致するのでせうな。  
 










 鈴木委員  面倒になるどころぢやない、大いにそれは賛成するだらうと思ひますがね。  
 




 廿日出ひろし委員  それを要求して居るのではありませぬか。  
 
 芦田委員長  どれを……  
 

















 犬養委員  さう云ふ風にも取れるが、「否認」と云ふことは、危いから止めようぢやない
かと云ふ風にも取れると思ふ。  
 
 芦田委員長  それは読みやうで強くも弱くも取れます。  
 





 原委員  それはさうではないのです、第二項で、戦争権と云ふものは国家にある。  
 
 鈴木委員  戦争権の抛棄ですからね。  
 
 大島委員  戦争を権利と見る訳ですね。  
 
 鈴木委員  権力の発動ですからね、唯「抛棄」と云ふ言葉は、漢字制限会の方では、やは
り「否認」より「放つ」と書いた「放棄」と直すやうですが……  
 
 廿日出委員  事実に於ては、終ひの所にあるではないですか、国の交戦権は之を認めない
と云ふことか……  
 
 鈴木委員  交戦権と言つても同じやうなものではないと思ひますが……  
 










 芦田委員長  仮名で書いては子供は掃き掃除の「箒」と間違へる。  
 
 犬養委員  漢字制限で斯う云ふ漢字はいけないと云ふことは、誰が決めたか知らないが
……  
 
 鈴木委員  ｢抛棄」と云ふことは棄てたくない。  
 












 鈴木委員  今仰しやつたのは……  
 




 芦田委員長  無論可能でせう。  
 
 佐藤政府委員  どちらでも結構です。  
 
 犬養委員  どうもそれを入れた方が宜いと思ふ。  
 
 原委員  それは宜いね。  
 




 鈴木委員  それは第二項にしますか。  
 
 犬養委員  それは一つ御考へ願ひたい。  
 
 芦田委員長  犬養君、是は斯う云ふ風になさつたらどうですか、「日本国は永遠の国是と
して戦争の抛棄」、さうして此の第九条の一項に残つて居るやうな文句を入れて……  
 
 犬養委員  それでも結構です、要は余り仕方なしに廃めたと云ふ感じをもう少し少くし
よう……  
 
 廿日出委員  委員長の言ふことは「戦争を抛棄す」ですか  
 

















 犬養委員 あれは九十四条の削つた後に入れようと云ふのです。  
 
 芦田委員長  だが、私はあそこに条約のことを入れるのはまづいと思ふのです、だから若
し条約のことを入れると云ふならば第二章に入れる。  
 





























 廿日出委員  それでは斯うしたらどうでせう、「日本国は恒久平和の建設に志す」……  
 
 原委員  どうでせう、唯簡単に犬養君の言ふやうに「日本国家は永遠の国是として国の主
権の発動たる」と持つて行つたのでは、余り短か過ぎるですか。  
 
 犬養委員  お終ひの「永久」を削つてしまふのですか。  
 
 原委員  削つてしまふ。  
 
 吉田委員  それでも宜いですね、あつさりして……  
 
 犬養委員  法律文らしくもある。  
 








 犬養委員  それも宜いですね。  
 
 森戸辰男委員  ｢日本国は恒久平和の愛好者として、国権の発動たる戦争」云々と云ふや
うにしても宜いと思ひます。  
 






 犬養委員  ｢これを抛棄する」でも宜いですね。  
 
 原委員  どうです、宜い加減な所でどうでせうか。  
 
 犬養委員  其の位の所で落着いてはどうです。  
 
 芦田委員長  併し是は来週まで考へませう、今日中に考へなければならぬ問題ではない
から……  
 




 高橋泰雄委員  此の「抛棄」と云ふ字は、今度の議会の詔勅にもありますね。  
 
 芦田委員長  あります、それは条約文にもあるのです、「抛棄」と云ふのは法律には沢山
ある、一九二八年の国約などにも使つてあります。  
 
 高橋委員  ｢抛棄」と云ふ以上は「放」と云ふのは拙いでせう。  
 




 芦田委員長  今度の漢字制限の中には、此の「抛棄」の代リに「放」と云ふ字を使ふこと
になつて居ります。  
 








 高橋委員  それではさう云ふことに御願ひ致します 102。  
 
 1946 年７月 29 日に開催された第四囘衆議院帝國憲法改正案小委員會における戦争放棄
に関する答弁は下記の通りである。  
 















 廿日出委員  ｢国権の発動たる戦争」と云ふのを「国権の発動による戦争」とするのが宜
いのではないかと思つて、随分考へて見たのですが……  
 
 芦田委員長  意味はさう云ふことでせうね、「国権の発動による戦争」と云ふことでせう、
併し翻訳をすると国権の発動としての戦争と云ふことになります。  
 




 吉田委員  只今の委員長の修正案には、進歩党に異議ありませぬ、賛成です。  
 





 芦田委員長  ｢保持しない」とすると続くのに一寸切れてしまひますね。  
 林委員  ｢保持せず」とすると、口語体にならないではないですか。  
 
 芦田委員長  口語体でさう云ふことを言ひませぬか。  
 
 林委員  ｢保持せず」と言ひますかね、差支へなければ修正案に賛成です。  
 








 林委員  賛成いたします。  
 
 笠井委員  是は私賛成でございます、而して今の林君の御説は「保持せずして」としては
如何でございませう、「保持せずして、国の交戦権を否認することを声明す。」云々……  
 
 吉田委員  一寸をかしいね。  
 
 笠井委員 いけませぬかね。  
 
 原委員  どうも「して」とすると何だか語呂が弱くなつて、繋りも悪いから、やはり是で
宜いぢやないですか、唯「否認することを声明す」を「声明する」と「る」を付ける。  
 
 芦田委員長  それはさうですね。  
 
 吉田委員  是は必要かも知れないね。  
 
 芦田委員長  其の方が口語になりますね。  
 
 大島委員  私の方も今度の修正案に賛成でありますが、此の声明すると云ふ所は、宣言す
るとした方が力強い感じは致しますね。  
 






 大島委員  私は何だか宣言の方が力強いやうな気がします、是は主観的なものかも知れ
ませぬが……  
 
 吉田委員  大島君の宣言の方が宜いですな。  
 
 原委員  私も此処は真剣な所ですから、宣言すると云ふ方が力強くて宜いやうな気がし
ます。  
 
















 鈴木委員  内容に相応しいことは申すまでもないのですが、唯どうも法律としては変な
ものだと思ふ、是は条約ではないし、条約なら宣言すでも宜いが……  
 




 鈴木委員  ｢戦力を保持しない」、「国の交戦権を否認する」と言ひ放せば宜い、「宣言する」
だけが余計だ。  
 








 鈴木委員  前文なら申し分ないのですが……  
 吉田委員  寧ろ是は「その他の戦力を保持せず、国の交戦権を否認する」、で放つて置け
ば宜い。  
 
 鈴木委員  さうです、それならば法律になる。  
 
 吉田委員  さう云ふ風にすれば法律になる。  
 
 鈴木委員  一つの外交文書みたいになつてしまふ、さう云ふことを声明すると……  
 
 芦田委員長  けれども、諸外国は寧ろ外交文書的重要性を以て此の条文を見て居る、それ
だから外の条項との重要性から見ても、少し変つた形でやつても宜いのぢやないか。  
 
 鈴木委員  一つの新機軸を出すと云ふ意味で宜いかも知れぬとも考へるのですが……  
 
 芦田委員長  それ程重きを置いて居るんだと云ふ意思をはつきりする為に……  
 
 鈴木委員  兎に角法律専門家も此の中に居るのだから、さう云ふことも議に上つたと云
ふことを記録に留めて置きたい。  
 
 芦田委員長  佐藤君の此の条項に関する意見を一つ……  
 





















 鈴木委員  それだから声明する必要はない、自分の行動を規律することをここに意思表
示するのですから……  
 
 芦田委員長  だから声明するとか宣言するとか云ふのは、さう云ふ「テクニック」を離れ
た意味から、さう云ふ風にやることがどうかと云ふことで……  
 





 芦田委員長  斯うなつたら、是れ以上論議しても仕方がないが、どうしますか。  
 





























 鈴木委員  多数決と云ふことになれば已むを得ないけれども……  
 
 芦田委員長  多数決と云ふことは成べく避けたいのです、多数決と云ふ意味ではない。  















 廿日出委員  鈴木さん、国の交戦権を否認することを公約すると言つたらどうですか。  
 
 鈴木委員  法律や憲法である以上は総て公約なので、是だけが公約ではない。  
 
 廿日出委員  さう云ふ言葉を使つたら法律的に支障があるかないかと云ふことです。  
 
 鈴木委員  一寸変な法律だと云ふ感じを持ちますね。  
 
 西尾末広委員  政府委員に御尋ねしたいのですが、例へば宣言すると云ふ案は、GHQ の
方の考へはどうなんでせう、少し難しいのではないかと云ふ感じがするんですが……  
 


















 芦田委員長  併しそれは前文にも宣言すると云ふ言葉はあるのですよ。  
 
 鈴木委員  前文は構はないですよ。  
 







 鈴木委員  それは結構ですが……  
 




 鈴木委員 それは結構です。  
 




 芦田委員長  是れ以上余計に悪くなるとは思はないです、原案よりも悪くなるとは思は
ないです。  
 
 西尾委員  いや、さう云ふ宣言と云ふことが削られて居ると云ふことになると、其の印象
がですね。  
 








 芦田委員長  本委員会に持つて行く前に一応やらないと、本委員会に出した案が又途中
で色々変化しなければならぬでは困ると思ふ。  
 
 鈴木委員  さうですよ。  
 
 吉田委員  それぢやどうですか西尾さん、本委員会に掛らぬ前に関係方面と交渉がある
とすれば……  
 
 西尾委員  併しそれまでに発表するでせう。  
 
 芦田委員長  発表しない中に持つて行かなければ……  
 
 西尾委員  本委員会に掛らぬ前に発表しないのですか。  
 
 芦田委員長  委員会の成案は発表しては交渉の時に工合が悪いでせう、さう云ふものを
発表する前に相談しろと云ふことだらうと思ふんだ。  
 
 鈴木委員  併しどうも漏れるんでね。  
 
 芦田委員長  漏れる場合は已むを得ないですね。  
 




















 芦田委員長  けれども国際平和を誠実に希求すると云ふ客観的の事実を「ドゥ・プロクレ
ーム」と言つた方が寧ろ強いのではないか、さう云ふ時には……  
 
 鈴木委員  宣言する位ならば実行すれば宜い、こちらは実行を約して居るのですからね。 
 






 鈴木委員  言ひ方が悪ければやはり元に戻つて、詰り説明的規定を除いては、法律は作
為、不作為の規範なんですから……  
 






 鈴木委員  寧ろ私は委員会の名誉の為に是は守らなければならぬと思つて申して居るの
で、決して頑固に主張して居る訳ではない。  
 
 芦田委員長  それは能く分ります。  
 








 鈴木委員  交戦権と戦力の保持を先にして、戦争の抛棄を後にするのも考へる余地があ
りはせぬかと思ふのですがね。  
 










 鈴木委員  さうも考へられますね、私其の点は余り強く……  
 
 吉田委員  委員長、此の程度で進行しませう。  
 
 笠井委員  それが御決りになつて、「否認することを宣言する」と御続けになるならば、
「前掲の目的を達する」と仰しやつたが、「達成する」と強くピンと跳ねたらどうでせう。 
 
 芦田委員長  それも新たなる提議ですが、其の前にどうですか、何とかそこで落付きが…
…  
 




 芦田委員長  私個人としては廿日出君の意見で賛成で、それでも結構だと思ふ。  
 










 廿日出委員  其の点に付きまして色々と鈴木委員の御気持、又法律的な扱ひ、技術的な扱
ひ、色々な難点を此処ではつきり緩和出来ると思ふ。  
 










 芦田委員長  さう云ふことに致しませう、さうすると笠井君の御提案の「前掲の目的を達
するため」とするか、「達成するため」とするか。  
 
 笠井委員  私は撤回します。  
 
 芦田委員長  それでは一応第二章は其の程度にして、第三章に移ります  103。  
 
 1946 年７月 30 日に開催された第五囘衆議院帝國憲法改正案小委員會における戦争放棄
に関する答弁は下記の通りである。  
 


































 芦田委員長  有難うございました。  
 
 鈴木委員  今一つ念の為に、交戦権を先に持つて来て、戦争抛棄を後に持つて来ること
は、立法技術的に如何ですか。  
 









 鈴木委員  私は法律専門家としての国務大臣に、今の宣言すると云ふやうな立法体裁が
正しいかどうか参考として御意見を聴きたいので、私自身はさう云ふことは法律としてな











 鈴木委員  今一度念の為に……  
 
 芦田委員長  読みませうか。  
 








 鈴木委員  いや其の書き方を変へるのは賛成しますが、順序を変へることです。  












 芦田委員長  金森君と私の意見は、其の点に於て違ふのです。  
 
 鈴木委員  それも分ります、十分御考慮下さつた後で、それで宜いと云ふことであれば私
は強ひて反対しませぬ。  
 








 犬養委員  随て此の順序は無意味でなくて、相当意味がある……  
 
 佐藤政府委員  意味があると云ふことを申したい為にああ云ふ表現を使はれたと思ひま
す。  
 
 犬養委員  是は一応論議の対象になる。  
 









 大島委員  あの宣言は取つてしまふと云ふ。  





 鈴木委員  ｢保持せず」と云ふ言葉は口語体として一寸どうですか。  
 




 鈴木委員  それはさう思ひますが、唯全体が口語になつて居るものですから……  
 
 芦田委員長  ｢せず」と云ふのは口語ぢやないのですかね。  
 
 鈴木委員  口語にも使はれませうね、唯感じがさう出て来ないやうな気がする。  
 
 犬養委員  江藤さん、順序はどうですか。  
 
 江藤夏雄委員  順序はどうも原文の方が宜いやうな気がするのですがね。  
 




















 芦田委員長  それは併し紛争解決の手段として永久に之を抛棄すると云ふことも、やは
りさうなんですね、それなら初めと……  
 






























 鈴木委員  賛成です。  
 
 原委員  委員長の労苦を感謝して、賛成はして居つたのですが……  
 
 芦田委員長  さうすると原案通りになるのですね。  
 






 芦田委員長  さうすると二項は変へないと云ふことですか。  
 
 鈴木委員  さうです。  
 




 大島委員  そこの第二項の所を斯う云ふ風に修正したらどうでせうか、「陸海空軍その他
の戦力の保持及び国の交戦権はこれを認めない」……  
 
 芦田委員長  だからそれだけを独立して、さう云ふ風に直すことが果して関係方面と簡
単に旨く行くかどうか。  
 


















 吉田委員  それは分る、辛い。  
 






 鈴木委員  保持せずとした時は、どう御訳しになるんですか。  
 




 鈴木委員  さう神経過敏に考へなくても宜いと思ふ、「オーソライズド」と云ふことは、
要するに……  
 
 芦田委員長  それは法理的にはあなたの仰せられる通りだと思ふ、唯読んだ時に、此の文
句が気になる人は、私ばかりではなく、相当多いと思ふ。  
 




 芦田委員長  多数が原案で宜いと云ふことなら、是でも宜い。  
 
 原委員  原案の第一項に冠りを付ける、斯う云ふ……  
 




























 犬養委員  此の条文は私が居ない為に保留されたんです。  
 
 芦田委員長  さう云ふことはありませぬ、委員が一人欠席したからと云つて……  
 































 鈴木委員  大体論点は此処にある、此の論点を決めて返事することに御願ひしたい。  




 芦田委員長  私も一刻も早く終りたいのですけれども、纏まりますか。  
 




































 鈴木委員  それなら大賛成です。  
 
 大島委員  そこの所を英文に直す時にどうでせうか。  
 
 鈴木委員  其の程度の翻訳は許されると思ひます。  
 
 笠井委員  此の九条の「抛棄」は否認に変へることに決定致したのですか。  
 
 芦田委員長  いや、「抛棄」に還つたのです、唯「抛」の字を放すと云ふ字にしようと云
ふのです。  
 















 鈴木委員  どうです、皆さん、折角纏まりかけて来たのだから「保持しない」「認めない」
と云ふことで原案通り御賛成願ひたい。  
 
 廿日出委員  皆さん賛成でしたら、私は異論はありませぬ。  
 
 芦田委員長  さうすると保持しないと直すのですか。  
 
 鈴木委員 さうです。  
 






したね、それでは第三章に参ります…  105 










明せんとする趣旨であります  106」  
 



















































的確に表明せんとする趣旨であります 108」  
 







































































































































のではなかったということである。このように指摘する論考は、直江泰輝  110 や伊崎文彦  



























 芦田均委員長  前項のと云ふのは、実は双方共に国際平和と云ふことを念願して居ると
いふことを書きたいけれども、重複するやうな嫌ひがあるから、前項の目的を達する為めと
書いたので、詰り両方共に日本国民の平和的希求の念慮から出て居るのだ、斯う云ふ風に持
つて行くに過ぎなかった  114。  
 


















































 この結論は、1946 年８月 21 日の第二十一囘衆議院帝國憲法改正案委員會での、芦田委
員長による小委員會の経過並に結果、すなわち共同修正案についての報告並に説明、そして、






























 それでは、次節において、貴族院における制憲者意思を参照することとしたい。  
 






 1946 年８月 27 日に開催された貴族院本會議における、戦争放棄に関する質疑は以下の
通りである。  
 






















































































念を持つて此の憲法改正案の起草の議に與つたのであります。…  117 
 








来ないのであります  118。  
 
 1946 年８月 29 日に開催された貴族院本會議における、戦争放棄に関する質疑は以下の
通りである。  
 


















































 1946 年８月 30 日に開催された貴族院本會議において、参照すべき戦争放棄に関する質
疑は以下の通りである。  
 












































































ます 122。  
 











































































































 吉田内閣総理大臣  治安の維持に付ては日本政府と致しましては警察力の増強なり、其
の他に付て有らゆる手段で以て治安の維持を図り得るのではないか、軍隊によらざれば治
安の維持が出来ないとも考へられないと思ひます、又憲法に挿入致します理由は、先程申上




 1946 年９月 13 日に開催された貴族院帝國憲法改正案特別委員會における、戦争放棄に
関して参照すべき質疑は以下の通りである。  
 






































あります 125。  











































































































相違と云ふことになりませう、私の質問は是で打切ります  126。  
 



























































































 金森国務大臣  国際法的には存続するものと考へて居ります。  
 














 高柳委員  今の御答は国際法的に……  
 
 金森国務大臣  国内法的に……  
 













 金森国務大臣  全く其の通りでありまして、従つて第一項で正式に自衞権に依る戦争は
放棄して居りませぬ、併し第二項に依つて実質上放棄して居る、斯う云ふ形になります。  
 







 金森国務大臣  是も実際の具体的な形を想定しないと正確には御答へ申し兼ねるのであ
りますけれども、普通の形を予想しますれば御説の通りと考へます。  
 





































































 金森国務大臣  今御示のありました處は全く同感でありまして、必要に應じて機宜の措
置を法律的に設けることは心掛けて居る處でございます。  
 
 高柳委員  是で私の質問を終ります。  
 



























方法で通り拔けようとする努力をするものと考へて居ります  127。  
 






























































 幣原国務大臣  同じことでありますが、度々申しますが、要するに治安の維持の為の力は
何も軍備と云ふ名前を附ける必要はないと思ひます、私はさう云ふものは警備と言へない
ものだと思ひます、唯警察力と云ふ名前を附けて置けばそれで宜いぢやないか、私はさう云
ふ考で居ります  128。  
 






















 金森国務大臣  其の点は今ちよつと私から右と申しても左と申しても結果が恐しいもの
ですから御答へ出来ませぬ、常識として此の憲法が認めるやうな趣旨だらうと思つて居り







 ９月 28 日開催の第九十囘帝國議會貴族院帝國憲法改正案特別委員小委員會筆記要旨  
 
 下條康麿委員  衆議院の修正中 GHQ の要求に依るものと自発的修正とを指示せられた
い。  
 
 金森国務大臣  …九条 自発的。第Ⅱ項の「前項の目的」とは第Ⅰ項の「……誠実に希求
し」を受けるか、又は「永久にこれを放棄する」を受けるかに付疑惑があるが、私は最初か
ら前者と考へた  130。  
 
 この金森発言に対し、一切の異議は提出されていない。  
 





















































るのと同趣旨である  132」という主張を覆すものとして位置づけられよう。  













































































































































まえながらも、両者の性格が相違することに注意を喚起するのである  134。①は“ jus ad 
bellum”の意味における「国家が戦争をなしうる権利」であり、②は“ jus in bello”の意
味における、「戦争中に国家機関が戦闘行為をなしうる権利」、すなわち「交戦者権」として
位置づけられている  135。  











 戦争放棄規定の起点となったマッカーサー３原則のⅡにおいては、“No Japanese Army, 
192 
 
Navy or Air Force will ever be authorized and no rights of belligerency will ever be 





ていたと宮崎は指摘する  138。  
 しかし、これを踏まえて GHQ 民生局により作成され、２月 13 日に日本に示された総司
令部案の８条２項において、“No army, navy, air force, or other war potential will ever  
be authorized and no rights of belligerency will ever be conferred upon the State .”、「交
戦状態ノ権利ハ決シテ国家ニ授与セラルルコト無カルヘシ」という形式に変わった背景に
は、将来にわたって戦力不保持を規定する日本の軍に交戦権を否認するというのは矛盾で








で『３月２日案』を作成した段階から、その「交戦権」の語は、“ jus ad bellum”（最近では  










































を異にすることに宮崎は注意を喚起している  142。  











府の「原初的解釈」、制憲者意思は、“ jus ad bellum”の意味における、「国家が戦争をなし


















略戦争においてはもちろん、自衛戦争においても交戦権を否認している  146」ことである。 






















































































項）を含むものであった。これに基づき、８月 19 日に GHQ も文民条項を置くよう吉田首
相に申し入れたが、日本側は、憲法９条２項が軍隊保持を禁じている以上、軍人の存在を前
提とした規定を置くことに意味はないとし、文民条項は置かないという方向性について
















佐藤達夫は「妙なことを言う」と GHQ による要求を受けとめており  149、一切の戦力不
保持を規定する９条により、全ての国民が  civilian となる戦後日本の憲法において、文民





















































居ります 152。  
 
 この９月 26 日をもって貴族院帝國憲法改正案特別委員會は審議を打ち切り、貴族院帝國
憲法改正案特別委員小委員會が立ち上げられ、修正案の審議が行われることとなった。９月





族院帝國憲法改正案特別委員小委員會（1946 年９月 28 日）における審議から、文民条項に
関するものを参照してみたい。  
 




















 松本學委員  civilian と云ふ含蓄ある言葉を窮屈に「武官の職歴」と訳すよりも、もつと
裕のある訳を考へるべきである。  
 








 金森国務大臣  六十六条Ⅱ項は  Prime Minister and all Ministers of the State shall be 
persons without carriers as military or naval officials. とすることになった。  
 
 松本委員  civilian とは文化人の意味ではないか。  
 
 高柳委員  英国の海軍大臣は  civilian でなければならないことになっている。現在軍人
でない者は総て  civilian ではないか。  
 
 宮澤俊義委員  non-civilian を其の侭軍人と訳したら死文となって宜くはないか。  
 
 金森国務大臣  先方はさう云ふ軽いものを云つて居るのではないやうである。  
 
 松本委員  金森国務相の御考へのやうなものだと影響が大きい。高柳君の考へを前提と
して何とか適当な文字を作って先方に之が  non-civilian だと説明することとしては如何。 
 
 金森国務大臣  適当な文字が見つからない。よい文字を考へて呉れれば、喜んでこれを以
て GHQ と交渉したい。  
 




 松本委員  貴族院が修正せる場合に於ける衆議院との関係如何。  
 
 金森国務大臣  三十日午前十時より衆議院は各派交渉会を開き、政府から貴族院に善処
方を依頼せることを報告して諒解を求める積り。  
 
 松本委員  貴族院の立場としては斯様な修正は引受けたくない。  
 
 霜山精一委員  貴族院の立場としては斯様な修正は引受けたくない。  
 
 高木八尺委員  貴族院が政府の諒解の下に GHQ と話合をして誤解のないやうにしては
如何。  
 
 高柳委員  新しい日本語を作って、之が西洋に云ふ  civilian の意味だと説明する外ある




 貴族院帝國憲法改正案特別委員小委員會（ 1946 年９月 30 日）における審議中、文民条項
に関するものは次の通りである。  
 
 牧野英一委員  civilian を「平人」としては如何。「凡人」としても略ヾ同意義である。 
 






 田所美治委員  ｢文人」としては如何。  
 
 川村竹治委員  臣と云ふと君主の臣と云ふ觀念が残っていけないから「文民」としては如
何。  
 
 織田委員  ｢文化人」と云ふことも考へて見た。  
 




 下條康麿委員  ｢文臣」と云ふと嘗ての軍部大臣文官制の場合の文官の意味にもとれる。
之では  civilian に該当しないではないか。  
 
 織田委員  文臣は文官よりも広義である。  
 
 山田三良委員  現在では「文臣」に賛成。  
 
 川村委員  文臣と云ふと現在官吏をしている者に限られるやうに考へられることはない
か。  
 
 淺野長武委員  ｢民人」では如何。市河三喜等の大英和辞典に依れば、民人とは軍人と僧
侶とを除いたものを云ふ。  
 
 淺井清委員  内閣法で之を書くことを約束して憲法には入れないことにしては先方も承
知しないか。  
 






 宮澤委員  それであるとすれば、「軍人は大臣になれない」とするだけで宜いが、果して
之で宜いかを確める必要があらう。  
 
 飯田精太郎委員  そこまで行けばあっさり「文官」とすれば宜い。  
 
 織田委員  civilian に付、三土君は「文治人」では如何とのことであった。言苑に依れば
「文治とは武斷に對應する語にして教化又は法令を以て世を治めることを云ふ。」  
 
 田所委員  賛成。  
 
 高柳委員  治の字が少しどうかと思ふ。平和的な人、戦争を事とする人に非ざる人の意味
でなければならぬ。軍国主義に対する文治主義の意であらう。  
 




 金森国務大臣  今朝より衆議院各派交渉会を開き政府から経過を報告した。GHQ よりの
要求のに点に付ては報告した範囲に於ては別に意見もないやうである。修正の結果を呑み
込んでくれるものと見て宜い。此の二点以外の修正に付ては別に発言はなかった  154。  
 
 貴族院帝國憲法改正案特別委員小委員會（ 1946 年 10 月１日）における審議中、文民条項
に関するものは次の通りである。  
 
 織田委員  …六十六条に付て  civilian を武断的の人に対照して文治を理想とする人を
云ふと定義して、此の定義からかかっては如何。  
 
 高柳委員  それは向ふの意味するものではない。  
 




 織田委員  すると六十六条二項として「内閣総理大臣その他の国務大臣は文民でなけれ
ばならない。」を追加することとなる。  
 









 下條委員  将来の国民を大いに束縛するやうな修正に対しては贊成を留保したい。  
 
 織田委員  そこで「文民とは文化又は法律を以て治める者を云ふ」と定義すれば宜い。  
 
 山田委員  憲法に入れずに内閣法に讓ることは出来ないものか。  
 






 織田委員  之を拒むことに依って国家が大きな損害を来すよりも、此処で之を呑んだ方
が宜くはないか。  
 
 田所委員  吾々の本意は此の憲法を初めから全部お断りしたい所であるが、それはとて
も出来ることではない。  
 
 高木委員  之が国際的にさう大きな問題となる筈はない。又之を拒むことに依ってさう
国家に対して大きな損害を来すことはないと思ふ。  
 
 織田委員  するともう一度政府を通じて貴族院には異論があるから要求を撤回する訳に
は行かぬかと云ふことを折衝すべきである。  
 
 田所委員  さうすると会期延長となり法案成立を遷延せしめる責任を負はなければなら
ないから、不本意乍ら呑んで成立させては如何。  
 










 川村委員  本憲法を成立させる心持で出来るだけ努力をして見る外はないと思ふ。  
 
 飯田精太郎委員  之より更に重大な欠陥があるのを残して、之だけ修正することは貴族
院としては面白くない。他の修正すべき所があるのに、修正を遠慮して居るのはどうか。  
 
 橋本委員長  実のあるやうなものが容れられないからこそ斯る修正を押付けられるので
あるから、御異存のあることは当然である。満場一致で之を通すことは不可能であらう。  
 




 下條委員  衆議院の場合にも初め政府は一、二点しか修正出来ないと云ふことだったが
やって見ると案外修正出来た。此方もやるだけやって見るべきである。  
 








 織田委員  六十六条に付ての註文は木に竹を接いだやうなものである。之を返上出来る
ものならば返上したい。GHQ から要求して来た事情を承りたい。  
 
 吉田茂内閣総理大臣  此の前の原文にあったものを一度撤回さした。九月二十四日「ホイ
ットニー」と「ケーディス」が来て云ひにくさうにして「憲法審議が最後の段階に入ってか
ら云ふのは御迷惑だらうが、九条の修正との関係から、普選のことと  civilian の字を入れ
て欲しい。之は GHQ として必しも贊成でないが、英「ソ」が FEC に提案し、そこから来
たものだから、「マ」元帥としては御気の毒だが呑んでくれないかと云ふことである。故意
に  civilian を避ける意図ありとして「ソ」、英から誤解されることがあっても面白くないか
ら、受容れてくれないか。」と云ふことだったのでそれでは一応考へて見ようと返答した。 
 
 下條委員  進駐軍が引揚げたら日本の制度が元に戻っては困るから、と云ふ下心に出た
ものではないか。  
 












 金森国務大臣  武官の職歴を有しない者とし、之は兵役義務の履行としてでなくして、陸
軍の将校又は下士官たることのなかった者を意味すると説明したら、先方は諒解した。下士
官をも含むので  purge の場合よりも範囲が広い。  
 
 織田委員  之を講和条約に譲ることは出来ないか。  
 
 吉田内閣総理大臣  譲りたいものはまだ沢山ある。  
 
 織田委員  招来 UNO に加入し国際連合軍の為に人を貸した場合に  non-civilian と云ひ
得るや。  
 
 吉田内閣総理大臣  戦争は放棄したから人を貸せない。  
 













ものでないことは其の後の案文の接衝に於て  persons without professions as military or 
naval offcials とすることで納得したことに鑑みても明らかであらう。  
 
 宮澤委員  今日の日本人は全部  civilian である。  
 




 金森国務大臣  先方は、過去に於ても  civilian であったし、又現在も  civilian でなけれ
ばならぬとの意味である。  
 
 松本委員  それが困るのである。  
 
 高柳委員  civilian に相当する言葉を作って、之が  civilian だと説明するのでは納得せ
ぬか。  
 
 吉田内閣総理大臣  civilian を日本語で巧く云ひ表はせるなら宜いかもしれない。  
 
 高木委員  先方の意向は将来軍隊が出来ても軍部大臣は文官制にするのだと云ふ意味で
はないか。  
 
 織田委員  貴族院の意向は険悪だと云ふことを伝へて撤回して貰ふ訳には行かぬか。又
「民人」ではいかぬかを折衝して戴きたい。  
 
 下條委員  貴族院の意向は険悪だと云ふことを伝へて撤回して貰ふ訳には行かぬか。又
「民人」ではいかぬかを折衝して戴きたい。  
 
 松本委員  貴族院の意向は険悪だと云ふことを伝へて撤回して貰ふ訳には行かぬか。又
「民人」ではいかぬかを折衝して戴きたい。  
 
 金森国務大臣  大いに努力して見よう。「文民」となし  civil people だと説明して見よう  
156。  
 
 貴族院帝國憲法改正案特別委員小委員會（ 1946 年 10 月２日）における審議中、文民条項
に関するものは次の通りである。  
 
 橋本委員長  昨夜議長が GHQ の憲法係の「ケーディス」氏外五名を招き当方より正副委
員長、高柳、高木君等出席して懇談した。其の詳細に付高柳君から報告せられたい。  
 
 高柳委員  金森国務相より「文民の件に付、前以て GHQ に説明しておいた方が宜い」と
云ふ話があったので、私から「ケーディス」に「日本には武官に対して文官と云ふ定語があ
るが、英語の  civilian に当る語はない。そこで貴族院では文官の  analogy たる文民の語を
用ひて是が略ヾ  civilian の意味だとするのが適当だと云ふ意見があった。FEC に  civilian 
の件を提議したのは英国代表と推察する。」と云ったら「ケーディス」は「米国政府も GHQ
も希望するものではないが、大局から見て之を受容れる方が宜からう。英国提案だから英国














 宮澤委員  出来ることなら  civilian の件を撤回してもらひたいという当小委員会の意
見に付て話はなかったか。  
 
 高柳委員  international statesman としては「マ」元帥は日本を  defend せねばならぬ
から、本件は之を呑んだ方が宜からうと云ふことだった。  
 
 宮澤委員  自由に審議せよと云ふことと種々要求して來ることとは矛盾する。 civilian 
の件を引込めると云ふ当方の考へは  reasonable なものである。  
 





 橋本委員長  civilian の裏の意味に付て話はなかったか。  
 









 金森国務大臣  貴族院が「文民」と修正すれば之に同意するやうな内部の固めを為しつつ


















 橋本委員長  御異議がないやうでありますから……  
 
 高木委員  意見は重ねて申出を致しませぬ。  
 
 橋本委員長  御意見は重ねて御申出がない……  
 
 霜山委員  今の修正案は、第六十六条の一項の後段に続けて書くのではなかつたでせう
か。第二項に挿入すると云ふことでせうか。  
 
 橋本委員長  霜山委員に御答へ致しますが、第二項に挿入することに決つたやうであり
ます。  
 
 霜山委員  分かりました。  
 
 橋本委員長  それでは、只今の六十六条も、別に御異議がなければ、左様に決定すべきも
のと致しまして、委員会に報告致します。  
 
 高木委員  決を御採りになります時には、私は不賛成と云ふ考を持つて居ります。  
 
 宮澤委員  異議なしで御決めになるのですから、満場一致と仰しやらなくても宜しいの
ではないかと思ひます。多数で決るならば……  
 
 橋本委員長  承知致しました。多数に依つて是が決つたことを宣告致します  158。  
 
 貴族院帝國憲法改正案特別委員會（1946 年 10 月３日）では、次のような審議が行われ
た。  
 











民」に落ち着いた次第でございます…  159 
 
 安倍能成委員長  …それから次に、「第六十六条第二項として、左の如く加ふ、「内閣総理
大臣その他の国務大臣は文民でなければならない。」ご意見がなければ…  
 






































 山田委員  今ので分かりました。私は国務大臣の説明を求めたのではないのでありまし
て、此の提案者の説明を求めたのであります。  
 






ふことを私、御報告申します  160。  
 






























civilian だと説明する」という方向性が固まることになる。  
 ９月 30 日の第二囘小委員會においては、「武官に対する言葉」としての「文臣」案を織田
が提出し、「君主の臣と云ふ觀念が残っていけない」ということから、川村による「文民」
案が小委員會で初めて登場している。９月 28 日と同様、高柳による「現在軍人でない者は
総て  civilian」という指摘に小委員會はこだわっており、牧野は、「高柳君の意見に依れば  
non-civilian とは軍人のことではない。先方の要求は将来軍隊を置いた場合でも大臣は文
官を充てるのだと云ふだけの意味ではないかと云ふことだった」とし、金森により重ねて確
認されたはずの、「武官の職歴を有しない者」とする GHQ 側の civilian の意図の相対化を
図ろうとしている。  
 ９月 30 日の小委員會では、このように、金森案から距離をとろうとする方向性が目立つ。
「六十六条に付一つの考へ方は「軍人でないことを必要とする」と云ふ書き表はし方であり、
他の一つは  peaceful pursuit に從事する人と云ふ面を出して「平和業務者」なる語を作り
之が  civilian だと決めることである」という高柳の発言も、同様の文脈に位置づけられる
ものであろう。  



































 ９月 27 日に、そのような案文“The Prime Minister and other Ministers of State shall 
be persons without professional military or naval antecedents .”を携えて佐藤がケーデ
ィスと面会した際、「本来この修正申し入れは、第９条の趣旨からいってはなはだおかしい」
ものであることを佐藤が述べたところ、ケーディスが、「衆議院による第９条の修正によっ







とならば、英文は  civilian のままにしておいたらどうかと提案したところ、先方はそれを
危険であるといってこれをとらず、結局、前出の  persons 以下を  persons without 
professional careers as military or naval o fficers とすることとなった（われわれの案に
あった  antecedents の語は先祖の意味に誤解されやすいということであった）。なお、先方
は第９条第２項について、For the above purpose の語は、前出のような誤解を生ずるから  
















 ケーディスらとの懇談について、「出来ることなら  civilian の件を撤回してもらひたい
という当小委員會の意見に付て話はなかったか」という宮澤の問いに対し、高柳は


















日の金森案に基づく GHQ の「諒解」を踏まえて、「現在軍人でない者は総て  civilian」と
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１  テクストとしての憲法と実践としての憲法  























り形成されるものとしての「憲法政治」という視座の重要性を示す杉田敦の指摘  4 も、同
じような文脈の中に位置づけることが出来るように思われる。以下において、杉田による指
摘を参照してみよう。  





















































12 が示唆に富む。  

























込めていったという視座は、1936 年総選挙と 1937 年総選挙により示された民意を重視し、








































惨殺した行為が軍国美談として称えられたという事実、1937 年 12 月 13 日南京陥落が全国



















































































































































































































































 1950 年代と 1960 年代においては、日本の軍国主義という過去に対して頑固に反対する
国会での諸政党により結集された勢力は、幅広い民衆の支持を享受するような影響力を行
使することが可能であった。マスメディアの大半も、軍事化に対して激しい批判を向ける用
意を整えていた  58。  














いう日本の社会規範がきわめて安定していたと指摘する  60。  

















ら、平和憲法の枠内でそうするほかなかった  63」のであった。  









































代に見られた深く根を下ろした平和主義が、 1970 年代、1980 年代に至ると実質的に弱ま
り、憲法は国民的合意の拡大と歩調を合わせる形で再解釈されることになる。以降 40 年間
において、日本における圧倒的多数の民衆は、自衛隊を受容しつつ憲法９条改正を拒んでき













































































































































































が、市民的防衛が成功する条件とされる  92。  
 市民的防衛は、政治権力というものが社会における源泉（ sources within each society）
に由来するものだという理論に依拠している。この権力の源泉を拒否し分断することを通


































































































































市民的防衛は、広範な国民的合意に基づくものでなければならないのである  112。  
 シャープは、過去の歴史的経験から非暴力抵抗の事例として成果を挙げたものを 198 に





198 の非暴力抵抗の方法を参照してみよう。  
 
 
Formal Statements 公式声明  
１．Public Speeches パブリック・スピーチ  
２．Letters of opposition or support 反対または支持の手紙  
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３．Declarations by organizations and institutions 組織や機関による宣言  
４．Signed public statements 署名のあるパブリックな声明  
５．Declarations of indictment and intention 告発と意図の宣言  
６．Group or mass petitions グループまたは多数による請願  
 
Communications with a Wider Audience より広範な聴衆とのコミュニケーション  
７．Slogans, caricatures, and symbols スローガン、風刺画、シンボル  
８．Banners, posters, and displayed communications バナー、ポスター、プラカードディ
スプレイ  
９．Leaflets, pamphlets, and books リーフレット、パンフレット、本  
10．Newspapers and journals 新聞、雑誌  
11．Records, radio, and television CD、ラジオ、テレビ  
12．Skywriting and earthwriting 空中文字、地上文字  
 
Group Representations グループによる表現  
13．Deputations 代表団の設置  
14．Mock awards 模擬的な賞の授与  
15．Group lobbying グループでのロビー活動  
16．Picketing ピケを張る  
17．Mock elections 模擬選挙  
 
Symbolic Public Acts 象徴的なパブリック行動  
18．Displays of flags and symbolic colors 旗や象徴的な色のディスプレイ  
19．Wearing of symbols 象徴を身に纏う  
20．Prayer and worship 祈りと礼拝  
21．Delivering symbolic objects 象徴的な品の配布  
22．Protest disrobings 脱衣による抗議  
23．Destruction of own property 自分の所有物の破壊  
24．Symbolic lights 象徴的な照明  
25．Displays of portraits 肖像のディスプレイ  
26．Paint as protest 抗議としての落書き  
27．New signs and names 新しい標識や名前の掲示  
28．Symbolic sounds 象徴的な音を鳴らす  
29．Symbolic reclamations 象徴的な返還要求行動  
30．Rude gestures 粗野な身振り  
 
 
Pressures on Individuals 個人に対する圧力  
31．“Haunting”  officials 当局担当者への“付きまとい”  
32．Taunting officials 当局担当者をなじる  
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33．Fraternization 抗議対象者と親交を深めて当方の影響を及ぼすこと  
34．Vigils 終夜監視  
 
Drama and Music 演劇、音楽  
35．Humorous skits and pranks ユーモラスな寸劇やいたずら  
36．Performances of plays and music 演劇や音楽会の上演  
37．Singing 歌を歌う  
 
Processions 行進  
38．Marches マーチ  
39．Parades パレード  
40．Religious processions 宗教的な行進  
41．Pilgrimages 巡礼  
42．Motorcades 車列行進  
 
Honoring the Dead 死者に対する栄誉  
43．Political mourning 政治的な葬送  
44．Mock funerals 模擬的な葬儀  
45．Demonstrative funerals 示威的な葬儀  
46．Homage at burial places 埋葬地の参拝  
 
Public Assemblies パブリックな集会  
47．Assemblies of protest or support 抗議あるいは支持の集会  
48．Protest meetings 抗議の会合  
49．Camouflaged meetings of protest 偽装した抗議の会合  
50．Teach-ins 討論会の実施  
 
Withdrawal and Renunciation 撤退と放棄  
51．Walk-outs 立ち去る  
52．Silence 沈黙  
53．Renouncing honors 勲章の放棄  
54．Turning one ’s back 背を向ける  
 
THE METHODS OF SOCIAL NONCOOPERATION 社会的非協力の方法  
Ostracism of Persons 人物の排斥  
55．Social boycott 社会的なボイコット  
56．Selective social boycott 選択的で社会的なボイコット  
57．Lysistratic nonaction リシストラータ（女の平和）的ボイコット  
58．Excommunication 破門  




Noncooperation with Social Events, Customs, and Institutions 社会行事、習慣、機関に
対する非協力  
60．Suspension of social and sports activities 社会的ないしはスポーツ活動の一時停止  
61．Boycott of social affairs 社会的行事のボイコット  
62．Student strike 学生ストライキ  
63．Social disobedience 社会的不服従  
64．Withdrawal from social institutions 社会的機関からの脱退  
 
Withdrawal from the Social System 社会制度からの撤退  
65．Stay-at-home 家に閉じこもる  
66．Total personal noncooperation 完全に個人的な非協力  
67．“Flight”  of workers 労働闘争  
68．Sanctuary 避難所の設置  
69．Collective disappearance 集団失踪  
70．Protest emigration 抗議の移民（ヒジュラ）  
 
THE METHODS OF ECONOMIC NONCOOPERATION: (1) ECONOMIC BOYCOTTS 経
済的な非協力の方法（１）経済的なボイコット  
Actions by Consumers 消費者による行動  
71．Consumers ’ boycott 消費者ボイコット  
72．Nonconsumption of boycotted goods ボイコット商品の非消費  
73．Policy of austerity 緊縮家計作戦  
74．Rent withholding 家賃の不払い  
75．Refusal to rent 賃貸借の拒絶  
76．National consumers ’ boycott 全国消費者ボイコット  
77． International consumers ’ boycott 海外消費者ボイコット  
 
Action by Workers and Producers 労働者・生産者による行動  
78．Workmen ’s boycott 労働者ボイコット  
79．Producers ’ boycott 生産者ボイコット  
 
Action by Middlemen 仲介業者による行動  
80．Suppliers ’ and handlers ’ boycott 卸・小売業者ボイコット  
 
Action by Owners and Management 所有者と経営者による行動  
81．Traders ’ boycott 小売業者ボイコット  
82．Refusal to let or sell property 土地賃貸・売却の拒絶  
83．Lockout ロックアウト  
84．Refusal of industrial assistance 産業支援の拒否  
243 
 
85．Merchants ’ “general strike”  商人「ゼネスト」  
Action by Holders of Financial Resources 有産者による行動  
86．Withdrawal of bank deposits 銀行預金の解約  
87．Refusal to pay fees, dues, and assessments 料金、会費や税金の支払拒否  
88．Refusal to pay debts or interest 負債、利息支払の拒否  
89．Severance of funds and credit 資金、信託の解除  
90．Revenue refusal 政府に対する支払の拒否  
91．Refusal of a government ’s money 政府発効通貨の拒絶  
 
Action by Governments 政府による行動  
92．Domestic embargo 国内経済封鎖  
93．Blacklisting of traders 小売業者のブラックリストへの記載  
94． International sellers ’ embargo 輸出業者に対する経済封鎖  
95． International buyers ’ embargo 輸入業者に対する経済封鎖  
96． International trade embargo 国際貿易の経済封鎖  
 
THE METHODS OF ECONOMIC NONCOOPERATION: (2) THE STRIKE 経済的非協力
の方法（２）ストライキ  
Symbolic Strikes 象徴的ストライキ  
97．Protest strike 抗議ストライキ  
98．Quickie walkout（ lightning strike）急の立ち去り（稲妻スト）  
 
Agricultural Strikes 農業ストライキ  
99．Peasant strike 農民ストライキ  
100．Farm Workers ’ strike 農場労働者ストライキ  
 
Strikes by Special Groups 特定のグループによるストライキ  
101．Refusal of impressed labor 賦役の拒否  
102．Prisoners ’ strike 受刑者ストライキ  
103．Craft strike 職人ストライキ  
104．Professional strike 専門職ストライキ  
 
Ordinary Industrial Strikes 通常の産業ストライキ  
105．Establishment strike 会社ストライキ  
106． Industry strike 産業ストライキ  
107．Sympathetic strike 同情ストライキ  
 
Restricted Strikes 部分的なストライキ  
108．Detailed strike 一部スト  
109．Bumper strike バンパーストライキ  
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110．Slowdown strike 減産ストライキ  
111．Working-to-rule strike 順法ストライキ  
112．Reporting “sick”（sick-in）仮病  
113．Strike by resignation 辞職によるストライキ  
114．Limited strike 限定ストライキ  
115．Selective strike 選択的ストライキ  
 
Multi-Industry Strikes 複合的産業ストライキ  
116．Generalized strike 一般的ストライキ  
117．General strike ゼネラルストライキ  
 
Combination of Strikes and Economic Closures ストライキと経済閉鎖の組み合わせ  
118．Hartal 同盟休業  
119．Economic shutdown 経済停止  
 
THE METHODS OF POLITICAL NONCOOPERATION 政治的非協力の方法  
Rejection of Authority 権力の拒絶  
120．Withholding or withdrawal of allegiance 権力への忠誠の保留・撤回  
121．Refusal of public support 公的サービス拒否  
122．Literature and speeches advocating resistance 文章やスピーチによる抗議の提唱  
 
Citizens ’ Noncooperation with Government 政府に対する市民的非協力  
123．Boycott of legislative bodies 立法府のボイコット  
124．Boycott of elections 選挙のボイコット  
125．Boycott of government employment and positions 政府の雇用や就職のボイコット  
 
Citizens ’ alternatives to obedience 市民による服従に替わるもの  
126．Boycott of government depts., agencies, and other bodies 政府省庁、諸機関のボイ
コット  
127．Withdrawal from government educational institutions 政府による教育機関からの
退学  
128．Boycott of government-supported organizations 政府が支援する機構のボイコット  
129．Refusal of assistance to enforcement agents 警察等への協力の拒否  
130．Removal of own signs and placemarks 標識・表札の取り外し  
131．Refusal to accept appointed officials 公務員への指名の受託拒否  
132．Refusal to dissolve existing institutions 既存機関の解散の拒否  
 
Citizens ’ Alternatives to Obedience 従順な市民に替わるもの  
133．Reluctant and slow compliance 消極的で緩慢と従う  




135．Popular nonobedience 庶民的不服従  
136．Disguised disobedience フェイント不服従  
137．Refusal of an assemblage or meeting to disperse 集会または会合の解散の拒否  
138．Sitdown 座り込み  
139．Noncooperation with conscription and deportation 徴兵、国外追放に対する非協力  
140．Hiding, escape, and false identities 潜伏、逃亡、偽名の使用  
141．Civil disobedience of “ illegitimate”  laws「正統性に欠ける」法律に対する市民的
不服従  
 
Action by Government Personnel 政府職員による行動  
142．Selective refusal of assistance by government aides 政府による支援に対する選択
的な拒否  
143．Blocking of lines of command and information 命令や情報系統の遮断  
144．Stalling and obstruction 遅滞、妨害を起こす  
145．General administrative noncooperation 一般事務従事者による非協力  
146．Judicial noncooperation 司法関係者による非協力  
147．Deliberate inefficiency and selective noncooperation by enforcement agents 警察
関係者による意図的な非効率化および選択的非協力  
148．Mutiny 任務遂行拒否  
 
Domestic Governmental Action 政府による国内的行動  
149．Quasi-legal evasions and delays 準法的な回避、遅延  
150．Noncooperation by constituent governmental uni ts 地方政府による非協力  
 
International Governmental Action 他国政府による行動  
151．Changes in diplomatic and other representations 外交等の代表の変更  
152．Delay and cancellation of diplomatic events 外交行事の遅延やキャンセル  
153．Withholding of diplomatic recognition 外交的な承認の保留  
154．Severance of diplomatic relations 外交関係の断絶  
155．Withdrawal from international organizations 国際機構からの脱退  
156．Refusal of membership in international bodies 国際機関に対する参加の拒否  
157．Expulsion from international organizations 国際機関からの除名  
 
THE METHODS OF NONVIOLENT INTERVENTION 非暴力介入の方法  
Psychological Intervention 心理的介入  
158．Self-exposure to the elements 自己犠牲  
159．The fast 断食  
a）Fast of moral pressure 倫理的圧力を加えるための断食  
b）Hunger strike ハンガー・ストライキ  
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c）Satyagrahic fast サティヤーグラハ（非暴力不服従）的断食  
160．Reverse trial 逆提訴  
161．Nonviolent harassment 非暴力的なハラスメント  
 
Physical Intervention 物理的介入  
162．Sit-in 座り込み  
163．Stand-in 立ち尽くし  
164．Ride-in 無許可乗車  
165．Wade-in 入場禁止の海や池への無許可の侵入  
166．Mill-in 歩き回り  
167．Pray-in 無許可で祈祷  
168．Nonviolent raids 非暴力的な襲撃  
169．Nonviolent air raids 非暴力的な空襲  
170．Nonviolent invasion 非暴力的な侵入  
171．Nonviolent interjection 非暴力的な介入  
172．Nonviolent obstruction 非暴力的な妨害  
173．Nonviolent occupation 非暴力的な占拠  
 
Social Intervention 社会的介入  
174．Establishing new social patterns 新たな社会的行動パターンの確立  
175．Overloading of facilities 統治機関への過大な仕事の要求  
176．Stall-in 業務停滞  
177．Speak-in 集会での介入演説  
178．Guerrilla theater ゲリラ演劇上演  
179．Alternative social institutions 代替的な社会機関を立ち上げること  
180．Alternative communication system 代替的な通信システムを立ち上げること  
 
Economic Intervention 経済的介入  
181．Reverse strike 逆ストライキ  
182．Stay-in strike 居座りストライキ  
183．Nonviolent land seizure 非暴力的な土地占拠  
184．Defiance of blockades 封鎖を無視すること  
185．Politically motivated counterfeiting 政治的動機による偽造  
186．Preclusive purchasing 妨害的な買占め  
187．Seizure of assets 資産の差し押さえ  
188．Dumping 投げ売り  
189．Selective patronage 選択的な支援  
190．Alternative markets 別の市場を立ち上げること  
191．Alternative transportation systems 代替的な輸送システムの立ち上げ  




Political Intervention 政治的介入  
193．Overloading of administrative systems 行政システムを仕事で過負荷に追い込む  
194．Disclosing identities of secret agents 秘密警察の身分の暴露  
195．Seeking imprisonment 投獄を自ら希望する  
196．Civil disobedience of “neutral”  laws「中立的な」法律に対する市民的不服従  
197．Work-on without collaboration 非協力的な形での労働従事  






責をおぼえ、士気を阻喪するであろうほど、相手側の兵士が一般に  civilised であるという















ての「政治的柔術」は、長谷部が指摘するように、侵攻者の  civilization に依拠するもので
もある 119 が、市民的抵抗論において、この「政治的柔術」が常に有効なものとして位置
づけられているわけではない。したがって、市民的抵抗論は侵攻者の  civilization のみに
依拠するものではない。  
















市民的防衛に基づく安全保障政策を採るべきことを主張する論者として、寺島俊穂  121 や






























































































ることもきわめて重要なことであろう  134」  
 





































































































































ての利益団体を通じた政治活動」を重視する立場がある  151。  
 そもそも間接民主政においては、市民の利益を集約し、これを表出する機能は政党により
担われるが、政党政治の機能不全状態  152 を踏まえ、政党にかわる機関として利益団体が
位置づけられてきた。間接民主制を補完するものとして利益団体を把握し、これを民主主義
の過程に位置づける視座  153 は、選挙を通じてもたらされる議席分布から抽出される民主












益団体）も含まれている。アメリカの NPO のうち、内国歳入法 501 条 c 項３号により「公







































































167 を挙げることが出来る。  
 アメリカにおいては、多数の反戦・平和団体を傘下におさめる全国的連合体が２つ存在す




アメリカにおける反戦デモが大規模で実現することになる  169。  






 UFPJ の全国運営委員会は、約 50 名のメンバーにより担われており、メンバー構成は固
定制ではなく入れ替え制である。Historians Against War、Global Exchange、Peace Action、
Veterans for Peace、9.11th Families for Peaceful Tommorows、Code Pink、Not in Our 






ニン主義者の団結組織である  International Answer や、キューバでのコミュニスト活動
経歴をもつ主導者による  Global Exchange、アメリカ共産党の指導者により組織された  





Proteus Fund 170 における一つのプログラムであるところの  Colombe Foundation をは
じめとして、The Samuel Rubin Foundation、The Shefa Fund、The Tides Foundation、







 イラク占領および戦争追加費用として 930 億ドルの追加予算を要請したブッシュに対抗









のための議会審議が戦争終結のための重大なチャンスであると考えた UFPJ は、2009 年、
バーバラ・リー連邦議会下院議員による第 3699 号下院法案 171 への署名、マクガバン連
257 
 






























全米 50 州、600 か所に及ぶものであった。ロビー活動にとどまることなく、街頭行動も継
続されなければ世間における問題意識が失われてしまうという認識に基づき、ストリート
での運動がメディアを通じて報道されることを通じて、市民に対する問題の周知という課











































中堅部門は、「企業という閉鎖的な社会の集合体」たる企業社会  177 に取り込まれており、
市民運動の主体たり得る条件を欠くものであるがゆえに、政党系列の専従職員をもつ運動
組織に依拠せざるを得ないという実態もある。市民的公共圏における公論形成過程は資本





















2010 年１月 30 日東京での普天間基地返還・辺野古基地建設反対全国集会の成功等を踏ま
え、大衆行動を抑制すべきという姿勢がとられるべきではないこと、「大衆運動とともに」、
「国会を頂点とした各級議会での働きかけを強化」するという形で、インサイド戦術とアウ

























UFPJ の方法論から、日本の反戦・平和運動が学ぶべき点は少なくないように思われる。  
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おり、最近の学習指導要領は 2008 年に公示されて 2012 年に全面実施となった。2016 年



































































































































は MiG-23 と MiG-29 のみであり、両機をあわせても、日本の航空自衛隊における F15J の
採用機数に遥かに及ばない状況  12 などを一切等閑視する防衛白書（2015）がそのまま転
載されているという姿勢が注目されるべきであろう。同年（ 2015 年）に刊行されている IISS
の  Military Balance 2015 を参照すれば、日本の航空自衛隊の年間飛行時間が 150 時間で

























































るのではなく、教科書で教えるようにしてい  24」るという声も聞かれる。  
 18 歳選挙権導入と絡んで発表された、学校教育における教員の「政治的中立性」を求め
る提言 25 において、教員の「制限違反」に対する罰則の提言が見られることから、現場




































































































委の教育長が謝罪に追い込まれ、教員の指導責任が問われたという報道もある  31。  
 

















ことを指摘する  34。もっとも、1970 年代までの時代における平和教育は、アジア太平洋
戦争を素材として戦争の悲惨さを訴え、感性的認識を育てる実践といった「反戦・平和のた
めの教育」が主であった  35。  
 これに対し、1980 年代以降における平和教育の方向性は、「包括的平和教育」といっても







を多面的・重層的に把握することを目指す本多公栄の実践  37 や、朝鮮における植民地支
配と在日朝鮮人の差別実態を他のアジア諸国への侵略の実態とともに教える目良誠二郎の







































「構造的暴力」論を持ち込む必然性は見出し難いことを説くのである  46。  
 





























用をめぐる議論  49 である。しかし、このような立場に立つ筆者の目に、上記竹内による
提言（以下、竹内提言と表記する）は、憲法学的見地から批判されるべき内容を含むものと
して映る。  









































































































































































というと、それは不十分であったと言わざるをえない  68」  
 






















































































































直し案は、1945 年に 20 歳以上とされた選挙権年齢が、2015 年６月 17 日に成立した改正
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１  在沖米軍基地周辺において性犯罪が多発する要因について  
 













1972 年の本土復帰後現在に至るまで、このような「構造的沖縄差別  1」とも呼びうる事情
は変わるところがない。  



















グローバルな海外展開を任務とするものであって、本土防衛をその任務として含まない  4。 
 第二次世界大戦時において、海兵隊は太平洋を転戦し、ガダルカナル島、タラワ環礁、サ
イパン島、マリアナ諸島、硫黄島、沖縄等で上述の任務を果たした。硫黄島戦の敵前強行上
陸において摺鉢山頂で星条旗を打ち立てる場面を写した有名な写真  5 も、海兵隊員を撮影
したものである。その後も、朝鮮戦争、ベトナム戦争、グレナダ侵攻、湾岸戦争、イラク戦
争等、アメリカによる軍事介入において、海兵隊は常に最前線に投入されており、朝鮮戦争






人間には、同類としての人間を殺害することへの抵抗感が存在している  6。20 世紀に行わ
れた第二次世界大戦中、米兵の多くが戦場で発砲していなかったという事実が戦後明らか
とされたように、同類である人間を殺害することへの躊躇は、戦争の歴史を通じて常に明確
に現れていることをグロスマンは指摘する  7。  

















































































 その後、自民県連が 2013 年 11 月に政府方針を受け入れて移設容認に転じたことにより、









打ち出して 2014 年 11 月に知事に初当選した。2015 年１月 26 日には、仲井眞元知事によ
る辺野古埋立承認の瑕疵をめぐる検証委員会を設置し、同年 10 月 13 日には、辺野古埋立
承認の取消し処分を行った。  
 沖縄防衛局は国土交通大臣に対し、地方自治法 255 条の２に基づく審査請求と、旧行政
不服審査法に基づく埋立承認取消しの執行停止申立を、2015 年 10 月 14 日に行った。国土
交通大臣は沖縄防衛局の申立を認め、10 月 27 日に承認取消の効力停止を決定した。政府は
同日、地方自治法 45 条の８に基づき、国が知事に代わり取消を是正する代執行手続への着
手を決定する。国土交通大臣は沖縄県知事に対し、地方自治法 45 条の８に基づく是正勧告




３  対立に至る経緯――SACO 合意から名護市住民投票まで  
 
 1995 年９月４日、アメリカ海兵隊３名による女子小学生強姦事件の発生をうけて、10 月




は、衝撃的な譲歩が必要である」という認識が醸成されて、1995 年 11 月には日米間で沖縄
の米軍基地問題を討議する場として、SACO（Special Action Committee in Okinawa：沖
縄に関する特別行動委員会）が設置されることとなった。  
 SACO の主要な課題は、沖縄に存在する米軍基地の整理統合、そして日米地位協定の運用









11 月に「普天間飛行場代替海上ヘリポート基本案」が名護市に提示されることとなる。  

















４  SACO 合意と異なる形での沖縄側からの提案から新たな日米合意まで  
 





















５  民主党鳩山政権による「脱アメリカ依存」の姿勢とその頓挫  
 











明記して誕生した鳩山政権  24 は、2009 年 10 月 10 日に中国・北京で開催された日中韓
首脳会談を経て、３か国による長期目標として東アジア共同体の検討を内容に含む共同声
明を発表した。このような鳩山政権による「脱アメリカ依存」の姿勢に対し、2009 年 10 月
11 日、12 日に外務省北米局長・梅本和義と会談したアメリカ国務次官補カート・キャンベ
ルは、強い懸念を表明した。この会談の場において梅本が、アメリカ政府に対し、高いレベ






































 翁長前知事は、2015 年７月 16 日に、仲井眞元知事による埋立承認の過程を検証する第
三者委員会 29 による「承認には法律的な瑕疵が４点認められる」とする報告書をうけ、
2015 年 10 月 13 日に仲井眞元知事の埋立承認取消し処分を行った。これに対し、防衛省沖


















といわざるを得ない  30。  
 続いて第２の問題点について。これは、沖縄防衛局長による国土交通大臣への不服申立に
関わるものである。国土交通大臣は、内閣の構成員として、埋立承認取消しは違法であると






う指摘 31 がある。  







として、国地方係争処理委員会  32 に審査を求めた。違法判断および勧告が示されれば、
国土交通大臣による執行停止決定は取消しを免れず、知事による埋立承認取消し処分の効
力が継続中ということになり、工事は続行不可能となる。  
 しかし、12 月 24 日、係争処理委は「国の対応は、一見明白に不合理とはいえない」とし、
知事の申請が審査になじまないとして、合法か違法かの判断を行うことなく、これを却下し
た。翁長前知事は那覇地裁に国土交通大臣の決定取消しを求める抗告訴訟  33 を提起し、
あわせて、判決までの期間、国土交通大臣による決定の効力を執行停止するよう申立て、さ
らに審査申し出を却下した係争処理委の決定を不服として、国を福岡高裁那覇支部に提訴
した 34。  
 国の側は、知事に対して 10 月 28 日に是正勧告（知事は拒否）、11 月９日に是正指示（知






































き、2016 年３月４日に工事中止を防衛相に指示し、2015 年 10 月に着工された埋立本体工
事は、当面中止されることとなった。  






























































にとどまらない問題を孕むものであることが指摘されるべきであろう  40。  
 翁長前知事は知事就任後、埋立承認における法律的瑕疵の存否をめぐる判断を求めるた












































 ｢中国の弾道弾ミサイルの性能向上には顕著なものがあり、2010 年には DH-10 GLCM や
DF-21c といったミサイルの相当の数が嘉手納基地に到達しうるに至った。2017 年までに
は、数百発の NRBM と 1000 発以上の DH-10 の射程距離に収まることとなる 42」  
 
 ｢2017 年予測で、中国が仮に 274 発の NRBM を発射した場合、米軍の戦闘機の運用は 43
日間ストップさせられることになり、大型空中給油機の運用も 90 日間ストップさせられる












































９  アイデンティティを結集軸とする「オール沖縄」  
 


































































実 54、米中央情報局が 1950 年代～60 年代にかけて保守政権安定化を図り自民党に数百
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